さいたま市施設入所者就職支度金支給要綱

（目的）

第１条　この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第５条第１４項に規定する就労移行支援、同条第１５項に規定する就労継続支援を利用し、就職又は自営（以下「就職等」という。）により自立する者に就職支度金を支給し、もって社会復帰の促進を図ることを目的とする。

（対象者）

第２条　さいたま市施設入所者就職支度金支給事業（以下「本事業」という。）の対象となる者（以下「対象者」という。）は、次のいずれかに該当する者とする。
（１）法第１９条第１項の規定による支給決定障害者（以下「支給決定障害者」という。）のうち、就労移行支援又は就労継続支援を利用し、就職等により施設又は事業所（以下「施設等」という。）を退所することとなった者
（２）身体障害者福祉法第１８条第２項の規定により更生訓練を受け、就職等により施設等を退所することとなった者
　（支給額）

第３条　本事業による支給額は、３６，０００円とする。

（支給申請等）

第４条　本事業による給付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、就職支度金支給申請書（様式第１号）に雇用先の採用証明書又は自営の事業計画書等を附して、福祉事務所の長（以下「福祉事務所長」という。）に提出するものとする。

２　申請者は、前項の支給申請及び就職支度金の受領を施設等の長に委任することができる。この場合において、施設等の長は、申請者から支給申請及び受領についての委任状を徴しておくものとする。

３　前項の委任を受けた施設等の長は、就職支度金支給申請書（様式第２号）に雇用先の採用証明書又は自営の事業計画書等を福祉事務所長に提出するものとする。
（支給決定）

第５条　福祉事務所長は、前条第１項の申請書を受理したときは、速やかに内容を審査の上、その適否を決定し、就職支度金支給決定通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。ただし、前条第３項による申請書を受理したときは、就職支度金支給決定通知書（様式第４号）により施設等の長に通知するものとする。
　（支給）

第６条　福祉事務所長は、前条により支給決定をした場合は、速やかに申請者に支給するものとする。

２　前項の支給は、第４条第１項及び第３項による申請において指定された口座に振り替えるものとする。

　（不正利得の徴収）

第７条　福祉事務所長は、偽りその他不正の行為によって、この要綱による支給を受けた者がある場合は、その者から当該支給を受けた額の全部又は一部を徴収することができる。

（その他）

第８条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。
附　則

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
